
　東日本大震災から 5 年が経ち、 被災地の復興に向けた取り組みは 6 年目

に入りました。被災地はどのように変わり、復興はどこまで進んだのでしょうか。

震災による避難者数は全国に約 17 万 4000 人、災害公営住宅の完了率 49％、

農地や漁港の完了率 73〜74％ （2016 年 2 月末、 復興庁）。 復興の進み具

合を様々な数字で表すことはできますが、 慣れ親しんだ場所を離れて避難生

活を続ける人々の思いはそれぞれ異なります。

　ある人は 「津波で流れてしまった土地のかさ上げや造成、 新しい施設 ・ 住

宅の再建が進み、 街がどんどん変化している。 期待もあるが、 喪失感のほ

うが大きい」 と言います。 また、 ある人は 「窮屈な仮設住宅から復興住宅に

移り、 暮らしは快適になってありがたいが、 近所付き合いが減った」 と孤独

感を募らせています。 「なんとかしなきゃという思いだけで生きてきた」 「失った

ものは大きいが、 震災をきっかけにいろんな人との出会いがあった」 と振り返

る人もいます。

　他方、 東京電力福島第一原子力発電所事故の影響を強く受ける福島県は、

被災地の中で特に復興が遅れています。 放射性廃棄物処理の課題が、 人々

の未来に重くのしかかり、 復興のゴールを見通すことができないままです。

　今月のニュースレターでは、 復興が進まない福島の現状と被災地で暮らす

方々の声をお伝えするとともに、 被災 3 県の高校生 ・ 大学生に向けた奨学金

プログラム 「夢を応援プロジェクト」 で実施中の写真コンテストについてご報告

します。 また、 震災後にアジアの災害支援 NPO とともに立ち上げた 「アジア

パシフィックアライアンス （A-PAD）」 の活動の広がりをご紹介します。

　

■Contents

P2-5　被災地を支援する

【東日本大震災支援】
・ 福島 ・ 避難者の声を聞く
・ 「夢を応援フォトコンテスト 2016」 を実施
・ 毎日新聞に掲載　

【関東 ・ 東北大雨被災者支援】
・ 発災から半年、 サロン活動をサポート
ほか

P6　アジアに展開する

【A-PAD】
・ 佐賀で 「A-PAD ジャパン」 設立　ほか　

P7 緊急即応体制を創る

NEWS LETTER Vol.6
ニュースレター

進まない福島の復興

発行日 ： 2016 年 3 月
発行 ： 公益社団法人 Civic Force
〒151-0063 東京都渋谷区富ヶ谷 2-41-12　
　　　　　　　　富ヶ谷小川ビル 2 階
TEL ： 03-5790-9366
e-mail ： info@civic-force.org
URL ： http://www.civic-force.org
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ヨシノを病気で枯らすわけにはいかない」 と、 1996 年から地元有志 「浪江桜の会」 によって手入れされ、

自由な行き来が制限された現在も、避難先の二本松市などから通う地域住民らによって手入れされている。
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2011 年 3 月 11 日以降続けてきた Civic Force の東日本大震災の支援活動を
はじめ、 日本各地で発生する災害時の緊急支援活動についてお知らせします。
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　地震や津波の被害にあった地域では、 高台移転のた

めの宅地造成や災害公営住宅の建設、 公共インフラの

復旧など、 復興に向けた取り組みが進められています。

　政府は、 震災から 5 年の節目に、 2016 年 3 月末まで

で終了する「集中復興期間」に続き、今後の 5 年間を「復

興 ・ 創生期間」 と位置付け、 単なる復旧ではなく、 地

方再生をリードする復興を目指すと発表しました。

　他方、 避難者の数は 2016 年 3 月現在全国に 17 万

人以上、 また東日本大震災に伴う避難生活での体調悪

化や過労などで亡くなる 「震災関連死」 の数は 2000〜

3000 人以上に上ると言われています。 これまで 25 兆円

以上の国家予算が投入され、“安全優先”の名目のもと、

防潮堤の建設や高台への移転などハード面の整備を中

心に復興事業が実施されてきましたが、 本当の意味で

の “安心” を取り戻すことは簡単ではありません。

　特に、 福島の復興 ・ 再生は、 他県に比べて遅れてい

ます。 早期に帰還を決めた人、 長期で待つ人、 すでに

新生活を選んだ人など、 避難する人々の状況や思いは

様々で、 原発の問題が人々の再出発を困難にしていま

す。

東日本大震災

被災地
を

支援する

「集中復興期間」 から 「復興 ・ 創生期間」 へ

まちを埋め尽くす汚染廃棄物

　福島の復興について、 政府は 2020 年度までの復興 ・

創生期間が過ぎても、 国を挙げて継続支援するとしてい

ます。 最近では、 2012 年 4 月以降に設定した避難指

示区域のうち、 全く手付かずだった、 年間被曝線量 50

ミリ ・ シーベルトを超える 「帰還困難区域」 の除染を、

2017 年度から実施する方針を固めました。

　しかし、 福島県の大熊、 双葉、 富岡町など原発周辺

の帰還困難区域で暮らしていた人の多くは、 除染作業

が進められてはいるものの、 田畑や学校だった敷地に

膨大な量の汚染廃棄物が陳列されていくのを前に、 「一

時的に数値が下がっても戻る選択はできない」 と言いま

す。 将来の見通しを立てられず、 大きな迷いを抱えな

がら生活しています。

県外避難者への支援

　原発事故の影響で、 福島県外へ避難している人は、

全国に 4 万 73,139 人 （2016 年 2 月、 福島県） にのぼ

ります。 避難指示の解除や子どもの進学、 除染作業の

進行、 インフラの復旧、 2017 年 3 月末の応急仮設住

宅の供与期間終了など、 避難者は帰還するか、 避難

先にとどまるか、 他の地域へ転居するかなど、 今後の

生活再建の進め方について重要な判断をしなければなり

ません。 しかし、 県外避難者は、 その判断に必要な情

報を避難先で得ることが難しく、 情報収集に多くの労力

と時間をさかなければならない状況にあります。 そのた

め、 福島県は、 2017 年 4 月から全国約 20 カ所で県外

避難者に向けた相談 ・ 交流の場を提供し、 今後の生活

再建に向けた支援を実施していく予定です。

　そして、 県外避難者が安心して暮らすためには、 避

難先の行政のサポートや近隣住民の理解が不可欠で

す。 原発の問題は、 避難している人だけでなく、 日本

人一人ひとりが長期的に考えていかなければならない重

要な課題です。

（左） 帰宅困難区域の田畑や学校などに並べられた除染廃棄物
（右） かさあげの整備が進む、 いわきの小名浜
（下） 海岸沿いでひもの屋を再開した店舗

（左） 立ち入りが制限されている帰
宅困難区域の入り口
（右） 復興公営住宅が完成し、 仮
設住宅から移る人が増えている
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　原発事故で飯館村からの避難を余儀なくされ、 2011

年 8 月から県内の仮設住宅で暮らしています。 妻や

子どもたちのためにも放射線量の低い県外への移住

を考え、 2015 年夏には神石高原ツアーにも参加しま

したが、 まだはっきりとした決断を出せないでいます。

　事故後の避難指示が遅かった飯館村では、 気づか

ぬうちに高い線量の中で子どもたちを遊ばせてしまい

ました。 避難指示がすぐに出ていたら、 と後悔の念

は絶えません。 国が発表する除染結果の数値を信じ

ることができず、 独自に除染地域の数値を調べてい

ますが、 実際は発表の数値より高いのが現状です。

　心配なのは、 形だけの除染が終わった後、 強引に

仮設での生活が打ち切られ、 帰還させられること。

除染のために数千億円の国税が使われていますが、

安心して暮らせる日はそう簡単には来ません。 それ

はチェルノブイリの事故を見れば明白です。 私たちが

求めているのはただ安心して暮らせる場所なのです。

　原発のある大熊町で被災し、 混乱のなか避難しまし

た。 さまざまな情報やウワサが飛び交う鬱屈した福島

から離れようと一時移住を検討し、 神石高原のツアー

にも参加しました。 山が多い福島の景色に似ている

場所もあり、 心が動きましたが、 生まれ育った土地を

離れるのは簡単ではありません。 ただ、 「少し息抜き

のつもりで住んでみたら」 という nina 神石高原の方の

言葉で、 選択肢があることに救いを感じました。

　帰還困難区域の避難者などには、 精神的損害への

賠償という名のもと賠償金が支払われ、 現在は県内

の比較的放射能汚染の影響の低い場所で暮らしてい

ます。 小さな仮設住宅を出て新しい家での暮らしに踏

み切りましたが、 まだ小さい孫のことや今も避難生活

を続ける方々のこと、 福島の将来のことを思うと気が

休まりません。 そろそろ支援される側ではなく、 誰か

の助けになりたい。 そんな思いが強く湧き上がってき

ています。

「息抜きのつもりでいい」　

　（いわき市在住／女性／ 60 代）

「安心して暮らせる場所がほしい」　

　　　（伊達市在住／男性／ 50 代）

　突然の事故により、 厳しい生活を強いられている人々を支

えるには、 帰還支援だけでなく、 故郷を離れる人々へのサ

ポートが求められています。

　Civic Force は 2014 年から広島県北東部にある神石郡神石

高原町で、 移住希望者に向けた 「神石高原ツアー」 を実施

しました。 ツアーは、 福島からの移住希望者に関する調査

や移住支援活動、 神石高原町のまちおこしなどに取り組む

NPO 法人 「nina （にーな） 神石高原」 が中心となって行い、

福島 ・ 避難者の声を聞く声

神石高原町の観光スポットや病院、 役場、 学校などを案内。 行政支援の体制を含め、 神石高原で暮らす

魅力を伝えてきました。

　この取り組みは、 事業としては終了しましたが、 ツアーに参加した方々との交流は続いています。 今回は、

福島で避難生活を送る方々の声をお届けします。

神石高原町で実施されたイベントの様子。 nina 神石高原が神石高原町の魅力を伝えている
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「夢を応援プロジェクト」 とは

東日本大震災

「夢を応援フォトコンテスト 2016」 を実施

　Civic Force は、 東日本大震災支援活動 ・ 「夢を応援

プロジェクト」 の一環で、 2016 年 3 月、 「夢を応援フォ

トコンテスト 2016」 を実施しています。

　コンテストは夢を応援基金の奨学生、 奨学生 OB/OG

を対象に実施するもので、 撮影した写真にメッセージを

添えて SNS で投稿してもらいます。 「私の夢」 「今、 夢

中になっていること」 「被災した故郷の現状」 などテーマ

は自由で、 最優秀賞１人に国内旅行券、 優秀賞 2 人に

東京ディズニーランドチケット （ペア）、 参加者全員に

500 円分のクオカードをプレゼントします。

　結果は 2016 年 4 月上旬に、 受賞者に直接お知らせ

するほか、 ローソンホームページ、 Civic Force ホーム

ページなどで発表する予定です。

　2013 年 3 月にスタートした Civic Force の 「夢を応援

プロジェクト」 は、 2016 年 4 月から 4 年目に入ります。

これまで 1097 人の奨学生に対し、 学業を続けられるよ

うサポートしてきました。 これらの支援の多くは、 皆さま

からの寄付金で成り立っています。

　Civic Force では引き続き奨学生のための募金を受け

付けています。 また、 全国のローソングループの店舗

で 「夢を応援基金」 の募金を受け付けています。 引き

続き、 皆様の温かいご支援をよろしくお願いいたします。

ウェブサイト 「寄付・支援」 のページから寄付できる 「オ

ンライン募金」 のほか、 郵便局や銀行口座でも、 皆様

のご支援を受け付けています。 詳しくはホームページを

ご覧ください。

ローソンで 「夢を応援基金」 募金受付中

　「夢を応援プロジェクト」 は、 震災によって経済状況

が急変、 悪化し、 就学継続が困難な状況にある被災

地の高校生が社会人になるまでの最長 7 年間 （2019

年 3 月末まで）、 月額 3 万円の奨学金を給付するとと

もに、 東北の復興に貢献したいと考える若者をサポー

トする教育プログラムを実施しています。

毎日新聞に掲載

　3 月 10 日付 「毎日新聞」 11 面に、 Civic Force 事務

局長 ・ 根木佳織の寄稿文が掲載されました。 タイトル

は 「災害対応 『民』 の連携を」。
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発災から半年、 サロン活動をサポート
　

 

関東 ・東北大雨被災者支援

　

Civic Force のテントの下、 交流を深める参加者たち

　

　2015 年 9 月に発生した関東 ・ 東北の大雨被害から半

年が過ぎました。 Civic Force は発災直後に緊急支援

チームを派遣し、 孤立した老人ホームの支援をはじめ、

茨城県常総市の避難所で足湯活動を続けるパートナー

団体の被災地 NGO 恊働センター （頼政良太代表） を

サポートしました。 また、 11 月には日本コカ ・ コーラ株

式会社の社員ボランティアとともに、 農地に流れ着いた

ガレキの撤去作業、 避難所での交流会などを行いまし

た。

　昨年 12 月ごろからは集会用テントを無償提供し、 被

災者の方々のための弁護士相談会、 税理士相談会の

ほか、 常総市を離れる方々のためのコミュニティづくりを

サポートする “サロン活動 （お茶会）” などで使用され

ました。被災者からは「コミュニティがなくなり寂しい」、「ま

たみんなと話したい」 などと声が寄せられており、 サロ

ン活動をサポートすることで被災者の方々の交流促進を

図りました。

　被災地 NGO 恊働センターの増島智子さんは 「半年が

経過した今も家の再建が進まず、 不自由な生活を強い

られている被災者の方々が多くいる。 被災した自宅でな

んとか住めるように、 寝る場所や水回りだけ修繕したも

のの、 長く暮らすには修繕作業にさらなる時間と費用が

必要。 引き続き、 現地の方々をサポートしていきたい」

と話しています。

　また、 頼政代表は 「常総市の水害に関する報道はな

くなってきていますが、 復興はまだ始まったばかり。 公

営住宅で暮らすなど住み慣れた土地を離れている方も数

多くおり、 地域のコミュニティや一人ひとりの心の復興を

支えるボランティアがこれからも求められている」 と言い

ます。

孤立した老人ホームに物資を運ぶ緊急支援チーム

避難所で定期的に実施した足湯活動

一階部分が浸水した家屋。 未だに修繕作業が進んでいない
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東日本大震災の経験から何を学び、 何を共有するのか。 災害が頻発する
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佐賀で 「A-PAD ジャパン」 設立

   

A-PAD

倒壊した建物での捜索活動

インドネシアでシンポジウムを開催

台湾南部地震、 捜索活動終了

　Civic Force を含むアジア 5 カ国の災害支援 NGO が立

ち上げた 「アジアパシフィックアライアンス （A-PAD）」

の日本法人 「（特活） A-PAD ジャパン」 が佐賀県で設

立され、 2 月 2 日、 佐賀県と進出協定を締結しました。

　A-PAD ジャパンは、 佐賀空港を大規模災害時の支援

物資の輸送拠点にする構想など支援体制の構築を図っ

ていく予定。 締結式で代表理事の大西健丞は、 「朝鮮

半島や東アジアが不安定化した場合、 佐賀は地政学的

に東京よりも有利で空港も整備されている。 中型輸送機

をチャーターし、支援物資を運ぶことなどを想定している」

と語りました。 一方、 CSO （市民社会組織） 誘致の取

り組みに力を入れる山口祥義知事は 「佐賀空港の利用

を含め、 災害時の緊急支援活動を応援していく」 と期

待を寄せました。

　A-PAD は、 １月 19 日にインドネシアの首都ジャカルタ

で、 災害支援の PPP 連携に関する国際シンポジウムを

開催し、 約 100 人が出席しました。 各国の知見と経験

を共有するとともに、 インドネシアにおけるセクターを超

えた効果的な連携に向け、 様々な角度から議論を行い

ました。

※本事業は、 外務省 「日本 NGO 連携無償資金協力事

業」 による資金などで実施しています。

　2 月 6 日未明に発生した台湾南部地震に対する緊急対

応として、 A-PAD は台湾在住スタッフが率いる捜索 ・

救助チームに捜索用資機材などの提供を行い、 行方不

明者の捜索を続けてきましたが、 13 日に活動を終了し

ました。 皆さまからの温かいご支援に改めて御礼申し上

げます。

協定締結式で山口知事 （左） と

　フィリピンの首都マニラで、3 月 3 日、フィリピンの企業、

NGO、 行政のマルチセクターが連携して災害に対応す

るためのナショナルプラットフォーム 「A-PAD フィリピン」

が設立されました。

　フィリピンでは、 これまでに商工会議所、 ロータリーク

ラブ、 教育機関など 22 団体と相互協力協定を締結しま

したが、 設立を機に、 マルチセクター間の連携をさらに

強化し、 首都マニラやルソン島ビコール地方、 ビサヤ

地方、 ミンダナオ地方で、 より効率的 ・ 効果的な災害

対応を進めていきます。

設立フォーラムでは
フィリピンの国家災
害対策本部
（NDRRMC） 本部
長も出席

A-PAD フィリピン設立
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Monthly TopicsMonthly Topics
大規模災害時の緊急即応体制を整えるためのさまざまな取り組みを行っています。
メディア掲載やご協力いただいている皆様の関連情報もお知らせします。

緊急
即応体制
を創る

　　　　　   
　　　　

   

　１日１回１クリックするだけで社会貢献につな
がります。

■「gooddo （グッドゥ）」
　http://bit.ly/17Xr7N3

■PSC クリック募金
http://www.psc-inc.co.jp/clickdonation/index.
html

　　　　　   　

　次の大規模災害に向け、 平時から備えておくた

めに、皆様の力が必要です。 マンスリーサポーター

として、 毎月定額 （1000 円単位） をご寄付いただ

く形で、 大規模災害にともに備えてください。

■銀行 ： 三井住友銀行　青山支店　普通　6953964

■ゆうちょ ： 00140-6-361805　

（上記いずれも口座名義は 「ｺｳｴｷｼｬﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ　

ｼﾋﾞｯｸﾌｫｰｽ」 です）

■クレジットカード ：ＨＰ「オンライン募金」 をクリック

してください。

https://bokinchan2.com/civicforce/donation/bokin

/page1.php?bokin_type=donation

※マンスリー ・ レポートおよびニュースレターのバッ

クナンバーは、

http://civic-force.org/news/monthly/ か ら ご 覧 い

ただけます。

７

２つのセッションに登壇した代表理事の大西 （左から２人目）

ファンドレイジング日本に登壇 1 日 33 円からできることがあります

1 日 1 回 1 クリックするだけ

　日本ファンドレイジング協会が主催するアジア最大の

ファンドレイジング大会 「ファンドレイジング ・ 日本 2016」

が 3 月 12、 13 の両日、 東京都内で開かれ、 代表理

事の大西健丞が 2 つのセッションに登壇しました。 ファ

ンドレイジング・日本は、「日本に寄付文化を根付かせる」

をキーワードに、 2010 年から始まり、 日本や世界で活

躍する NPO/NGO の最新事例やファンドレイジングのノ

ウハウを伝授するイベント。 今回は約 1300 人が参加し

ました。

　大西は 12 日に 「佐賀発 “ふるさと納税も活用した日

本初の CSO 誘致” ～行政との協同ファンドレイジングに

よる地方創生～」、 翌 13 日には 「社会のお金の流れを

デザインする～日本を代表するトップランナーたちによる

『未来を予言する』 徹底トークセッション～」 に登壇。 こ

れまでの経験やアイデアを交えて、 ファンドレイジングに

ついて議論を深めました。

中野中学から手紙が届きました

　総合的な学習の時間における 「ボランティア ・ 社会貢

献活動調査」 の一環で、 2 月初旬、 中野区立中野中

学校 2 年生 4 人が Civic Force 事務所を訪問しました。

Civic Force の国内外での活動について伝えました。

後日、 生徒さんから Civic Force 宛に届いた手紙

緊急即応体制




